（別紙２）
事業計画書

	支援する機関名
	

	住　　　　　所
	

	担　当　者　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	電　話　番　号
	


※　印は、代表印を押印してください。





【支援機関確認欄】
	申請者の区分
	該当する区分に☑をつけてください。
□薩摩川内市内で新たに創業する者
　　（創業予定日　　　　　年　　月　　日）
□創業後間もない（創業２年未満）市内事業者
　　（創　業　日　　　　　年　　月　　日）

	申請の区分
	該当する区分に☑をつけてください。
□一般型
□脱炭素・ＳＤＧｓ型

· 脱炭素・ＳＤＧｓ型の適用を希望する場合には、「脱炭素・ＳＤＧｓへの貢献、達成に資する事業であることの確認書」（別紙３）の提出が必要。
· 脱炭素・ＳＤＧｓ型が不採択となった場合においても、雇用確保や新産業創出等の観点から支援対象とすべきと認められる場合は、一般型への振替採択が可能。

	主たる業種
（日本標準産業分類小分類を記載）
	小分類名
	

	
	コード（３桁）
	

	
	事業内容
	



１　事業の概要
　⑴　社名・屋号・所在地



　⑵　代表者名



　⑶　業種・取扱製品
（新たな分野に進出する事業者の場合、現在の業種との違いなど詳細に記入すること。）





　⑷　代表者の経歴




　⑸　創業を行う動機




２　創業する事業のコンセプト
　⑴　事業の名称



　⑵　キャッチコピー







３　事業（製品・サービス）の内容
　⑴　製品・サービスの具体的な内容



　⑵　自社が発揮できる強み・特徴・差別化の要因



　⑶　事業展開上のシナジー（相乗）効果




４　顧客ターゲットとニーズ
　⑴　想定される顧客ターゲット



　⑵　その特性とニーズ




５　マーケティング展開
　【基本方針】



　⑴　製品・サービス（Product）



⑵　価格（Price）



⑶　販売促進（Promotion）



⑷　チャネル・販路（Place）




６　市場環境・競争関係
　⑴　想定される競合性



　⑵　当社との比較検討




７　事業の運営・オペレーション体制
　⑴　想定される仕入・購買・外注先



　⑵　事業運営の概況図（フォーメーション等）



　⑶　人員体制の計画




８　課題と解決方法
　⑴　想定される課題・問題点



　⑵　その解決のための方策



９－１　交付対象経費明細
	費　目
	交付対象経費（単位：円）
	経費の内訳

	
	（消費税込）
	（消費税抜）
	

	(1) 設立登記費用
	
	
	

	(2) 店舗・事務所等改装経費
	
	
	

	(3) 設備費
	
	
	

	(4) 専門家謝礼金
	
	
	

	(5) 原材料費
	
	
	

	(6) 外注加工費
	
	
	

	(7) 委託費
	
	
	

	(8) 旅費
	
	
	

	(9) 広報費
	
	
	

	（10）資料購入費
	
	
	

	合　計
	
	
	










９－２　財務計画（一般型の場合）※脱炭素・ＳＤＧｓ型の申請の場合も記載必要
	投資資金
	金　額
	資金調達
	金　額

	１　設備資金
　・土地
　・建物
　・敷金
　・保証金
　・機械設備
　・車両
　・備品
　・その他
	
	自己資金
	

	
	
	政府系金融機関（日本公庫）からの借入
	

	
	
	民間金融機関からの借入
	

	小計
	
	
	

	２　運転資金
　・商品
　・人件費
　・地代家賃
　・諸経費
　・その他
	
	
	

	
	
	創業支援事業補助金（一般型）
	

	
	
	その他
	

	小計
	
	
	

	合計
	
	合計
	



　【補助金相当額の手当方法】
	区分
	金額
	調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	














９－３　財務計画（脱炭素・ＳＤＧｓ型の場合）※一般型の申請の場合は記載不要
	投資資金
	金　額
	資金調達
	金　額

	１　設備資金
　・土地
　・建物
　・敷金
　・保証金
　・機械設備
　・車両
　・備品
　・その他
	
	自己資金
	

	
	
	政府系金融機関（日本公庫）からの借入
	

	
	
	民間金融機関からの借入
	

	小計
	
	
	

	２　運転資金
　・商品
　・人件費
　・地代家賃
　・諸経費
　・その他
	
	
	

	
	
	創業支援事業補助金（脱炭素・ＳＤＧｓ型）
	

	
	
	その他
	

	小計
	
	
	

	合計
	
	合計
	



　【補助金相当額の手当方法】
	区分
	金額
	調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	





＜開業当初＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	予算数値
	備考（算出根拠など）

	売上高①
	
	

	売上原価②
	
	

	売上総利益③＝①－②
	
	

	経　　費
	人件費
	
	

	
	地代家賃
	
	

	
	広告宣伝費
	
	

	
	支払利息
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計④
	
	

	利益⑤＝③－④
	
	





１０　アクションプラン
	課題
	対応アクション
	担当
	期日（納期）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



＜ガントチャート（実施スケジュール）＞
	課題
	具体的
アクション
	スケジュール

	
	
	1月         4月         7月         10月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





１１　雇用計画
	区分
	創業（計画事業開始）時
	⇒
	半年後
	⇒
	１年後

	役員
＊本人を除く。
	
　　　　人
	
	
　　　　人
	
	
　　　　人

	従業員
（常勤）

（非常勤）


	
　　　　人

　　　　人

　　　　人
	
	
　　　　人

　　　　人

　　　　人
	
	
　　　　人

　　　　人

　　　　人

	従業員数
	　　　　人
	
	　　　　人
	
	　　　　人

	人件費（従業員数）
	　　　　円
	
	　　　　円
	
	　　　　円



